
発注公告・一般競争入札 

杉並区公告契約第 2026-00940号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の６の規定に基づき 

一般競争入札の執行について次のように定めたので公告する。 

令和８年１０月５日 

杉並区長 岸本 聡子 

件 名 杉並区立中瀬中学校環境整備工事 

業 種 建築工事 

履 行 場 所 杉並区下井草四丁目３番２９号 

履 行 期 間 契約締結の翌日から令和９年９月３０日まで 

概 要 
・建築工事 

建物 
  屋外倉庫建設工事 119.07 ㎡ 

外構 
  校庭整備工事 
  舗装整備工事（擁壁、校庭、歩道状空地等） 
  囲障整備工事（防球ネット、フェンス等） 
  雨水流出抑制槽設置工事 
・電気設備工事 
・機械設備工事 

発 注 方 法 建設共同企業体発注 

建設共同企業体 

結 成 方 法 

１ ２者による自主結成であること。 

２ この入札に関して、同時に２以上の建設共同企業体の構成員にならないこと。 

３ 構成員に杉並区内に本店を有する区内業者を１者以上含めること。 

４ 出資比率は以下のとおりであること。 

出資比率１位の構成員   上限７０％ 

出資比率２位の構成員   下限３０％ 

入 札 参 加 資 格 条 件 １ 地方自治法施行令（昭和 22年政令 16号）第 167条の４の規定に該当してい
ないこと。 

２ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱に基づく指名停止期間中
でないこと。 

３ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置期間中
でないこと。 

４ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格者名簿に登録
された業者で、申請自治体「杉並区」、申請業種「建築工事」に登録のある者で
あること。 

５ 引き続き５年以上、当該業種の営業をしていること。 
６ この工事に対応する監理技術者又は主任技術者を建設業法に従い、施工現場
に配置できること。 

７ 杉並区内の業者（杉並区内に本店を有する者又は、杉並区内に代理人を置
き、支店・支社・営業所を有する者で区内業者の認定を受けた者）の参加資格 
① 出資比率第１位の構成員になれる者 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級を有すること。 
イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工
事で「４億円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること。 
② 出資比率２位の構成員になれる者 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ｃ級以上を有すること。 
イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工
事でＡ級「２億円以上」、Ｂ～Ｃ級「５千万円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること。 



８ 区外業者の参加資格 
①  出資比率第１位の構成員になれる者 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級 21番からＡ級 100番までを
有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工事
で「６億円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること。 
エ ISO9000S又は ISO14000Sの認証を取得していること。 

② 出資比率２位の構成員になれる者 
ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級でかつＡ級 21番以下又はＢ
級を有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工
事でＡ級「３億円以上」、Ｂ級「１億円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること。 
エ ISO9000S又は ISO14000Sの認証を取得していること。 

入 札 の 無 効  ・公告に示した競争入札に参加する資格がない者のした入札。 

・競争入札参加者心得に違反した入札。 

・入札参加資格のあることを確認された者であっても、開札時において競争入札参

加資格のない者のした入札。 

希 望 申 請 方 法  電子調達サービスにより「建設共同企業体協定書」を提出するとともに、以下の

資料を添付し、申し込むこと。 

① 入札参加資格条件にて指定した契約実績を確認できる書面の写し 

② 「監理技術者等の資格又は雇用関係の確認について」により指示されている

書類の写し 

③ ISO9000S又は ISO14000Sの認証を取得していることの証明書類 

希望申請書提出期間 ・令和８年１０月５日(月)午前９時から令和８年１０月９日(金)午後３時まで 

（締切時間を過ぎてからの申し込みは受付できない。） 

入札参加資格の決定 入札参加資格審査は、令和８年１０月１３日（火）に適否を決定するので、電子調

達サービスで確認すること。 

図面・仕様書等の配布 １ 入札参加資格確認結果通知後、電子調達サービス業務メニュー「発注図書等受

領」から入手すること。 

  なお、図面、仕様書等が電子調達サービス上で登録できるデータ量を超えると

きは、記録メディア（CD-R等）を郵送（着払い）する。 

２ 図面、仕様書等を入手しないものは、入札に参加できない。 

質 問 の 受 付  図面・仕様書等に対する質問は電子調達サービスにより提出すること。 

受付期間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から令和８年１０月２３日（金） 

午前１１時まで 

質 問 の 回 答  電子調達サービスによる。 

閲覧時期 令和８年１０月２７日（火）午後１時から 

入 札 期 間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から令和８年１１月１１日（水）午後５時ま

で（締切時間を過ぎてからの入札書は受理できない。） 

入 札 方 法 電子調達サービスによる。 

注：入札金額は、契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入力するこ 

と。また、別途、入札金額の工事費内訳（材料費、労務費、法定福利費（事業

主負担額）、建退共制度の掛金、安全衛生費を含む）を入力すること。内訳の

入力が無い又は内容に不備がある場合は入札を無効とする。 

注：労務費ダンピング調査の試行 

  本工事は労務費ダンピング調査の対象工事である。工事費内訳に入力した直

接工事費が一定水準を下回った場合、開札後速やかにその理由の確認を行う。 

積 算 内 訳 書 の 提 出 落札者は、発注図書等に登録されている工事費内訳書を参考に積算内訳書（様式は 

任意）を提出すること。 

開 札 日 時 令和８年１１月１２日（木）午前１０時００分 

開 札 場 所 電子調達サービス 



入 札 回 数 ３回 （再入札の開札は開札日の午後２時以降に行う予定） 

落 札 通 知 ・ 落札者には電子調達サービスにて開札日時以降に通知する。 

・ 落札通知を受けた者は、通知を受けた翌日から３営業日以内に、経理課契約係

まで来庁すること。 

・ 落札者は別途指定する「建設共同企業体協定書」を提出すること。 

最 低 制 限 価 格  設定しない 

低入札価格調査制度 適用する 

失 格 基 準 価 格  設定する 

入 札 保 証 金  免除 

契 約 保 証 金  契約金額の１０％ 

電 子 契 約 対象外 

そ の 他 １ 仮契約  

本件は、令和８年杉並区議会第４回定例会において議案が原案のとおり可決さ

れるまで仮契約とする。なお、仮契約書は積算内訳書を提出した後に交付する。 

２ 契約担当者  杉並区長 岸本 聡子 

３ 前払い金   有り 

４ 部分払い   有り 

５ 準拠規定   杉並区契約事務規則 

６ 本件は「建築工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）

対象工事である。 

７ 令和８年３月公共工事設計労務単価適用案件である。 

８ 本案件は、杉並区公契約条例で定める「特定公契約」に該当し、区が定めた下

限額以上の賃金の支払い等が適用されると共に、報告書の提出が必要である。 

９ 契約条項（工事請負）は杉並区公式ホームページにより確認すること。 

10 その他不明な点については、経理課契約係に問い合わせること。 

電話０３－５３０７－０６１２ 

 


